
1 315
介護保険制度に
係る住所地特例
の見直し

障害者支援施設等の介護保険適用除外施設を退所
し、介護保険施設等に入所した場合に、現行では当該
適用除外施設の所在市町村が保険者となるが、当該
適用除外施設入所前の住所地市町村を保険者とする
よう住所地特例を見直す。

茨城県､福
島県､栃木
県､群馬
県､新潟県

【厚生労働省】
（19）介護保険法（平９法123）
(ⅳ) 障害者支援施設等の介護保険適用除外施設へ入所していた者に係る住所地特例の適用については、障害者支援
施設等に関する入退所者の状況等を含めた実態調査の結果や住所地特例の制度趣旨を踏まえて検討し、平成28年中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

2 72
法定予防接種の
保護者同意要件
の緩和

法定予防接種の保護者同意要件について、児童相談
所一時保護児童、施設入所児童等で保護者と連絡が
取れない児童については、児童相談所長、施設長等の
同意で可能とすること。

島根県､中
国地方知
事会

【厚生労働省】
（６）予防接種法（昭23法68）
(ⅰ) 児童相談所長が一時保護を加えた児童、児童福祉施設に入所中の児童等に関し、保護者が行方不明等の場合につ
いては、児童福祉法（昭22法164）33条の２第１項並びに47条１項及び２項に規定する親権を行う者又は未成年後見人の
ない場合に含まれるため、児童相談所長又は児童福祉施設の長が親権を行使して法定予防接種の実施に同意すること
が可能であることを、地方公共団体に平成27年中に通知する。
(ⅱ) 児童相談所長が一時保護を加えた児童、児童福祉施設に入所中の児童等に関し、保護者の行方は分かるものの連
絡が取れない等の事由により、保護者の同意の有無を確認することができない場合については、省令を改正し、児童相
談所長又は児童福祉施設の長等の同意による法定予防接種の実施を平成28年度から可能とする。

3 225
法定予防接種の
保護者同意要件
の緩和

法定予防接種の保護者同意要件について、施設入所
児童等で保護者と連絡が取れない児童については、施
設長等の同意で可能とすることを求める

京都府､関
西広域連
合､滋賀
県､大阪
府､兵庫
県､和歌山
県､鳥取
県､徳島県

【厚生労働省】
（６）予防接種法（昭23法68）
(ⅰ) 児童相談所長が一時保護を加えた児童、児童福祉施設に入所中の児童等に関し、保護者が行方不明等の場合につ
いては、児童福祉法（昭22法164）33条の２第１項並びに47条１項及び２項に規定する親権を行う者又は未成年後見人の
ない場合に含まれるため、児童相談所長又は児童福祉施設の長が親権を行使して法定予防接種の実施に同意すること
が可能であることを、地方公共団体に平成27年中に通知する。
(ⅱ) 児童相談所長が一時保護を加えた児童、児童福祉施設に入所中の児童等に関し、保護者の行方は分かるものの連
絡が取れない等の事由により、保護者の同意の有無を確認することができない場合については、省令を改正し、児童相
談所長又は児童福祉施設の長等の同意による法定予防接種の実施を平成28年度から可能とする。

4 226

一部入居者の公
営住宅の収入申
告において職権
認定を可能とす
る

公営住宅法第16条第1項により、家賃の決定は入居者
の収入申告が前提とされているが、生活保護受給者等
については、申告がなくても事業主体による職権認定
を可能とし、申告忘れ等により、近傍同種家賃が設定
され、滞納に陥ることを防止する。

京都府､兵
庫県､和歌
山県､鳥取
県､徳島県

【国土交通省】
（５）公営住宅法（昭26法193）
(ⅱ) 公営住宅の家賃の決定に係る入居者からの毎年度の収入申告（16条１項）については、全事業主体に対する調査を
含めて検討の上、認知症患者等に対し職権認定を認めるなど、その方法を拡大することとし、所要の改正法案を平成29
年通常国会に提出する。また、マイナンバー制度の利用に当たって、収入申告手続の簡素化の観点で事業主体に先行的
な取組がある場合には、適時適切に地方公共団体に周知する。

埼玉県提案に対する政府の対応方針一覧　〔H27.12.22閣議決定〕
（追加共同提案１９件）
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5 227

一部入居者の公
営住宅の収入申
告において代理
申告を可能とす
る

公営住宅法第16条第１項において、公営住宅の入居
者全員について収入申告が義務づけられているが、今
後急増すると思われる単身の認知症患者について、本
人からの申告によらず、市町村長等による代理申告が
可能となるよう、制度改正を提案する。

京都府､関
西広域連
合､滋賀
県､兵庫
県､和歌山
県､鳥取
県､徳島県

【国土交通省】
（５）公営住宅法（昭26法193）
(ⅱ) 公営住宅の家賃の決定に係る入居者からの毎年度の収入申告（16条１項）については、全事業主体に対する調査を
含めて検討の上、認知症患者等に対し職権認定を認めるなど、その方法を拡大することとし、所要の改正法案を平成29
年通常国会に提出する。また、マイナンバー制度の利用に当たって、収入申告手続の簡素化の観点で事業主体に先行的
な取組がある場合には、適時適切に地方公共団体に周知する。

6 112

鳥獣被害防止緊
急捕獲対策にお
ける捕獲個体の
確認方法の変更

鳥獣被害防止緊急捕獲等対策における捕獲個体の確
認について、市町村担当者が捕獲現場に直接赴き、当
該捕獲鳥獣を実際に確認する方法（現場確認）を基本
とされているが、これを市町村担当者ではなく、市町村
長が任命、又は指名することとしている「鳥獣被害対策
実施隊」の隊員でも行うことができるようにすること。

佐賀県

【農林水産省】
（17）鳥獣被害防止総合対策交付金
(ⅰ) 鳥獣被害防止総合対策交付金により有害捕獲を行う際の捕獲実施の現地確認者については、市町村長により任命
等された鳥獣被害対策実施隊員も含まれることとし、地方公共団体に平成27年度中に通知する。

7 212

幼保連携型認定
こども園整備に
係る交付金制度
の一元化等

27年度に新たに設けられた幼保連携型認定こども園
は，「学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを
持つ単一施設」とされ、指導・監督や財政措置の一本
化が図られたところである。
一方，その施設整備に係る国費は，保育所部分は
「保育所等整備交付金（厚生労働省）」，幼稚園部分は
「認定こども園施設整備交付金（文部科学省）」と別々
であり，交付金事務の流れも異なる。
単一施設を整備するにもかかわらず，二制度が並立
している状況であり，制度の一元化や少なくとも事務の
統一等の改善を求める。

広島県､中
国地方知
事会､宮城
県､三重
県､日本創
生のため
の将来世
代応援知
事同盟

【内閣府・文部科学省・厚生労働省】
（３）児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
幼保連携型認定こども園の整備に係る交付金については、保育所等整備交付金と認定こども園施設整備交付金の交
付要綱や協議書の一本化等の事務手続の簡素化を図る方向で検討し、平成27年度中に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

8 216
高等職業訓練促
進給付金の支給
対象期間の拡大

看護師等の就業に結びつきやすい資格を取得するた
め養成機関で修業する母子家庭の母又は父子家庭の
父に支給される高等職業訓練促進給付金について、そ
の支給対象期間を、「修業する期間に相当する期間」と
しながら現行では上限２年に制限している。当該現行
の補助対象となる支給対象期間を「上限なし（３年目以
降も対象）」に拡大すること。

鳥取県､中
国地方知事
会､関西広
域連合､日
本創生のた
めの将来世
代応援知事
同盟､滋賀
県､大阪府､
和歌山県､
徳島県

【厚生労働省】
（16）母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭39法129）
高等職業訓練促進給付金については、当該給付金の機能の充実について検討し、平成28年度予算編成過程で結論を
得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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9 37

高校生等奨学給
付金制度に係る
給付要件の見直
し（県外在学者）

高校生等奨学給付金は、保護者等が在住している都
道府県が給付金を支給する制度となっているが、県外
の高等学校等に通学する子どもを持つ保護者等の把
握が困難であることなどから、類似する高等学校等就
学支援金制度（国による授業料支援）に合わせ、生徒
が在学している学校のある都道府県が給付する制度と
すること。

愛知県

【文部科学省】
（９）高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）
高校生等奨学給付金を生徒が在籍している学校の所在する都道府県が給付することについては、公立高等学校に係る
授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律（平25 法90）による改正後の高
等学校等就学支援金の支給に関する法律（平22 法18）の平成28 年度までの施行状況とあわせて検証し、平成29年度中
に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

10 239

浄化槽市町村整
備推進事業にお
ける「複数戸に１
基の浄化槽の設
置」についての要
件緩和

浄化槽市町村整備推進事業において，浄化槽は１戸
に１基が原則で，敷地内に浄化槽を設置する場所がな
い場合等以外は複数戸に１基の共有設置は認められ
ていない。
市町村設置型の更なる効率的な整備の実施や住民の
負担軽減を図るため，事業要件を緩和し，複数戸に１
基の共有浄化槽を一般化する。

徳島県､兵
庫県､和歌
山県､鳥取
県､香川
県､愛媛
県､高知県

【環境省】
（６）浄化槽市町村整備推進事業
浄化槽市町村整備推進事業については、効率的な浄化槽の整備を図るため、共有浄化槽を設置できる土地を市町村が
確保することなどを前提として、複数戸に１基の浄化槽を設置する場合についても地形等の特殊状況によらずに助成の対
象とできるよう「浄化槽市町村整備推進事業実施要綱」（平27 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）を平成27年度
中に改正する。

11 321

複数年契約を行
う大規模な木造
公共施設等への
支援

大規模な木造公共施設等の整備については、木材調
達や工事に複数年を要することから、複数年での契約
の場合でも補助対象となるよう制度を見直すこと

福井県

【農林水産省】
（18）森林・林業再生基盤づくり交付金
森林・林業再生基盤づくり交付金については、その活用に当たって、材料となる木材調達と施設の建設とを分離して発注
する必要がある場合に、適切な事業の実施が可能となる具体的な方法等について、地方公共団体に平成27年度中に通
知する。

12 146

地方公共団体の
貸付金に係る徴
収又は収納の私
人委託対象範囲
の違約金への拡
大

地方公共団体が私人に徴収又は収納の事務を委託
することができる歳入について、地方自治法施行令第
１５８条第１項第６号において「貸付金の元利償還金」
が定められているが、これに加え、違約金も私人委託
の対象とするよう改正。

長崎県

【総務省】
（２）地方自治法（昭22法67）
私人の公金取扱いの制限（243条）については、地方公共団体の貸付金に係る違約金の収納について私人に委託するこ
とを可能とする方向で検討し、平成28年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

3 / 5



管理
番号

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 提案団体 対応方針

13 276

六次産業化・地
産地消法に基づ
く総合化事業計
画の認定権限の
都道府県への移
譲

六次産業化法に基づく「総合化事業計画」の認定権限
を、国から県に移譲すること。

兵庫県､京
都府､徳島
県､京都市

―

14 288

生産緑地地区指
定の面積要件及
び解除要件等の
緩和

自己都合によらず現行の生産緑地地区の面積要件
を満たさなくなった場合でも、生産緑地地区としての優
遇措置を受けられるように面積要件及び解除要件を緩
和すること。

兵庫県､京
都府､大阪
府､和歌山
県､徳島
県､京都市

―

15 223
被災者生活再建
支援制度に係る
支援対象の拡大

被災者生活再建支援制度について、一連の災害であ
れば都道府県・市町村域をまたがる災害でも全ての被
災団体を支援の対象とすることを求める。

京都府､関
西広域連
合､滋賀
県､大阪
府､兵庫
県､和歌山
県､鳥取
県､徳島県

―

16 242

中山間地域等直
接支払制度にお
ける営農条件の
緩和

「中山間地域等直接支払交付金実施要領」の第６の２
の「対象行為」において、「５年間以上継続して行われ
る農業生産活動等」と規定されている要件を高齢者に
限って撤廃すること。

全国市長
会

＜関係府省における予算編成過程での検討を求める提案とされたため記載なし＞
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17 42

教育支援体制整
備事業費補助金
（いじめ対策等総
合推進事業）に
係るスクールカウ
ンセラー等活用
事業の要件緩和

高等学校へのスクールカウンセラー等の配置につい
て、事業の実施に係る配置校の総数の10％以内を目
安とするという枠を撤廃すること。

愛知県 ＜関係府省における予算編成過程での検討を求める提案とされたため記載なし＞

18 85

社会資本総合整
備事業における
ゼロ国債制度の
創設

国土交通省所管の社会資本総合整備事業（交付金事
業）は、地方のインフラ整備を支援する中心的事業に
なっているが、これまでは国庫債務負担行為の設定が
行われていない状況にある。
このため、積雪寒冷地では、発注が遅れ年度当初の
施工適期を逃すなどの弊害があることから、社会資本
総合整備事業において、簡易な手続により、年度を跨
いだ事業執行が可能となるようなゼロ国債制度の創設
を求めるものである。

秋田県 ＜関係府省における予算編成過程での検討を求める提案とされたため記載なし＞

19 69
社会資本整備総
合交付金制度の
運用改善

公共工事の発注時期の平準化のため、社会資本整
備総合交付金について年度を跨いだ事業執行が可能
となるよう、ゼロ国債の設定や交付決定前の事業着手
承認等の交付金制度の運用改善を提案する。

富山県 ＜関係府省における予算編成過程での検討を求める提案とされたため記載なし＞
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